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厳しい経営環境の中、経営基盤の強化に資する
税制・中小企業政策の実現を!!

「令和７年度税制改正及び中小企業政策に関する要望」を提出

Ⅰ．税制改正に関する事項

１．税制全般について
　　日経平均株価が最高値を更新するなどデフレ脱却
への期待が膨らむものの、長期化する円安や原材料・
エネルギー価格の高騰など、依然として厳しい経営
環境下にある。また、人手不足の深刻化による労働
力不足など、苦境に立つ中小企業・小規模事業者へ
の支援が必要不可欠である。

２．円滑な事業承継に資する税制について
　・円滑な事業承継に資する税制について
　・取引相場のない株式の評価方法の見直し　など
３．中小企業の経営基盤を後押しする税制について
　・少額減価償却資産における即時償却制度の拡充
　・設備投資に関する租税特別措置の延長　など
４．地域活性化・地方創生に資する税制について
　・DX（デジタルトランスフォーメーション）投資促進

税制の延長・拡充
　・地域未来投資促進税制の延長　など
５．納税環境の整備等について
　・消費税の軽減税率制度の見直し　など

Ⅱ．中小企業政策に関する事項

１．中小企業政策全般について
　　わが国の少子高齢化・人口減少に歯止めがかからず、
さらに地方では若い世代の都市部への流出など人手
不足が深刻化している。このような中、多様な人材
の活躍を推進し、また中小企業・小規模事業者の人
材投資や生産性向上を後押しするような更なる支援
と環境整備が必要である。

２．中小企業の経営基盤の強化に向けて
　・深刻な人手不足に対応するための支援について
　・円滑な価格転嫁・取引適正化の推進について　など
３．地域活性化・地方創生に資する環境整備について
　・DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進
　・能登半島地震の復興支援について　など
４．小規模事業者支援の強化について
　・小規模事業者持続化補助金制度の継続実施　など
５．事務手続きの簡素化について
　・インボイス制度に係る経過措置の恒久化
　・電子帳簿保存法の周知と対応への支援　など

　当所は、６月24日に日本商工会議所に対し「令和７年度税制改正及び中小企業政策に関する要望」を提出しま
した。要望内容は企業経営委員会において３回の議論を経て、地方の中小企業が担っている役割の重要性を訴え
る視点で取りまとめたものです。日本商工会議所では、各地からの意見を集約した上で、政府をはじめ関係機関
に提言・要望することとしています。当所の要望概要は以下の通りです。
　※詳細につきましては、当所ホームページに要望書を掲載しております。ご参照ください。

令和６年度　税制改正要望で実現した主な項目（令和５年度に要望）
○事業承継特税制特例措置の特例承継計画の提出期限の延長（２年間）
○中小企業向け賃上げ促進税制の拡充と延長（２年間）
○少額減価償却資産の損金算入特例の延長（２年間）


